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令 320 号）した。

　JICA は「クリーン開発メカニズム（CDM）事業推進のためのキャパシティ・ビルディング調

査」を2005年 11月より2006年 11月まで実施し、CDM事業を促進するための方策の策定支援、

ヘルプデスクの設置、情報クリアリングハウスの設置等を通じて、DNAとしての DENR の機能

強化を支援している。

　最近の動向としては、2007 年 2 月 20 日付の大統領令（Administrative Order：AO）No.171 に

より、大統領直轄のタスクフォース Presidential Task Force on Climate Change（PTFCC）を設立

することが定められた。DENRはその事務局となり、DENR、DOE、DOST、農務省（DA）の各

長官、加えて民間人 2 名により構成され、次の業務を担うことが規定されている。

①　セクター別、地域別に、気候変動がフィリピンに及ぼす影響を予測

②　各種の排出基準の管理徹底と、森林伐採、環境破壊への取り締まり強化

③　温暖化ガス削減のため、省エネ、再生可能エネルギー、廃棄物管理等の戦略的な実施

④　市民に向けた気候変動に関する普及啓発

⑤　当面実施すべき具体的な緩和策及び適応策の検討

⑥　気候変動問題での国際社会との協調

⑦　気候変動対策の開発政策への取り込み

　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次報告書の公表等で気候変動への社会的関心が急

速に高まっていることを反映した動きであるが、国レベルでの具体的な体制づくり、影響予測や

対応策、緩和策の具体的な検討については端緒に就いたところである。

２－７－２　CDMプロジェクト

　2008 年 2 月現在、フィリピン政府によって承認を受けた CDM プロジェクトは 56 件あり、表

２－ 18 に示すとおり、17 件のプロジェクトが国連の CDM理事会の下に登録されている。メタ

ン回収、風力、地熱発電等が主であるが、工場（焼結炉）での排熱を利用した省エネ事業が 2007

年 1 月に登録されている。
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表２－ 18　CDM理事会に登録済みのプロジェクト・リスト

CDM
プロジェクト名

Laguna de Bay
Community Waste
Management Project:
Avoidance of methane
production from
biomass decay through
composting -1

Quezon City
Controlled Disposal
Facility Biogas
Emission Reduction
Project

The Anaerobic
Digestion Swine
Wastewater Treatment
With On-Site Power
Bundled Project
(ADSW RP1001)

Goldi-Lion
Agricultural
Development
Corporation Methane
Recovery and
Electricity Generation
Project

Superior Hog Farms
Methane Recovery

Bondoc Realty
Methane Recovery and
Electricity Generation
Project

D&C Concepcion
Farms, Inc. Methane
Recovery and
Electricity Generation
Project

Philippine Sinter
Corporation Sinter
Cooler Waste Heat
Recovery Power
Generation Project

プロジェクト
の種類

メ タ ン 回 避
（コンポスト）

メタン回収・
利用（ランド
フィルガス回
収・発電）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

廃ガス廃熱利
用

ホスト国
承認日

（年 /月 /日）

2007/4/25

2007/4/25

2007/4/25

2006/10/19

2007/1/22

2007/1/22

2006/10/19

2007/1/12

CDM理事会
登録日

（年 /月 /日）

2008/3/16

2008/2/1

2007/12/17

2007/9/8

2007/9/7

2007/9/7

2007/8/26

2007/5/5

年間削減量
（tCO2/y）

006,058

116,339

005,806

003,994

003,346

001,785

003,348

061,702

プロジェクト参加者
（ホスト国）

Laguna Lake
Development
Authority

Quezon City
Government ; Pangea
Green Energy
Philippines,
Incorporated

Opol Chona’s Farm ;
Sunjin Genetics
Corporation ;
Philippine
Bio-Sciences Co., Inc.

Goldi-Lion
Agricultural
Development
Corporation Philippine
BioSciences Co., Inc.
(PhilBIO)

Superior Hog Farm,
Inc. Philippine
BioSciences Co., Inc.
(PhilBIO)

Bondoc Realty Farm
Philippine
BioSciences Co., Inc.

D&C Concepcion
Farms, Inc. Philippine
BioSciences Co., Inc.
(PhilBIO)

Philippines Sinter
Corporation

付属書国側
プロジェクト参加者

（承認国）

IBRD as a Trustee of
Community
Development Carbon
Fund (CDCF)

Pangea Green Energy
S.r.l.

Equity + Environment
Assets Ireland
Limited

エコセキュリティー
ズ・グループ

エコセキュリティー
ズ・グループ

エコセキュリティー
ズ・グループ

エコセキュリティー
ズ・グループ

JFEスチール株式会
社
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２－８　国内関連機関

２－８－１　エネルギー省

　エネルギー分野の監督官庁であるエネルギー省（Department of Energy：DOE）において、省

エネルギーの政策、法制度に係る担当部署は、エネルギー利用管理局（Energy Ut i l iza t ion

Management Bureau：EUMB）の省エネルギー部（Energy Efficiency & Conservation Division：

EECD）が担当している。DOEの職員は合計 581 名であり、EECDは 17 名の職員（うち 16 名が

技術者、1 名は事務系職員）の陣容となっている。EECD は更に技術促進・評価課（Technology

Promotion & Assessment Section）と エネルギー管理報告課（Energy Management Advisory Section）

に組織上分かれている。前者は、政策立案、エネルギー消費量のモニタリング、啓発普及活動、

プロジェクト運営を主業務とし、後者はエネルギー診断、並びに研修業務を行っているが、実際

には両課の職員が組織の垣根を越えて幅広い業務を担当している。

San Carlos Renewable
Energy Project

Paramount Integrated
Corporation Methane
Recovery and
Electricity Generation

20 MW Nasulo
Geothermal Project

Gaya Lim Farm Inc.
Methane Recovery

Uni-Rich
Agro-Industrial
Corporation Methane
Recovery and
Electricity Generation

Joliza Farms Inc.
Methane Recovery

Gold Farm Livestocks
Corporation Methane
Recovery and
Electricity Generation

Wastewater treatment
using a Thermophilic
Anaerobic Digestor at
an ethanol plant in the
Philippines

NorthWind Bangui
Bay Project

バイオマス発
電

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

地熱発電

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（家畜糞
尿）

メタン回収・
利用（工場排
水）

風力発電

2007/1/22

2006/6/30

2006/6/30

2006/6/30

2006/6/30

2006/6/30

2006/6/30

2006/6/30

2005/12/16

2007/4/13

2007/1/31

2006/12/10

2006/10/30

2006/10/28

2006/10/23

2006/10/21

2006/10/1

2006/9/10

37,658

07,582

74,975

03,130

02,929

03,656

02,929

95,896

56,788

San Carlos Bioenergy
Inc.

Paramount Integrated
Corporation;
Philippine
BioSciences Co., Inc.
(PhilBIO)

PNOC-EDC

Philippine
Bio-Sciences Co., Inc.
Gaya Lim Farm, Inc.

Philippine
Bio-Sciences Co., Inc.
Uni-Rich
Agro-Industrial
Corporation

Philippine
Bio-Sciences Co.,
Inc.;/Joliza Farms Inc.

Philippine
Bio-Sciences Co.,
Inc.；/Gold Farm
Livestocks
Corporation

Tanduay Distillers,
Inc.;/Absolut
Chemicals, Inc

NorthWind Power
Development
Corporation

な　し

エコセキュリティー
ズ

世界銀行

エコセキュリティー
ズﾞ

エコセキュリティー
ズ

エコセキュリティー
ズﾞ

エコセキュリティー
ズ

三菱商事

世界銀行

出典：IGESCDMプロジェクトデータベースを基に作成 http://www.iges.or.jp/jp/cdm/report.html#db
データのダウンロード先：http://www.iges.or.jp/jp/cdm/pdf/data/iges_cdm_db.zip
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　このほかDOEには、省エネルギーに関連した局として、国家エネルギー計画（Philippine Energy

Plan：PEP）の作成を担当し、エネルギー政策を立案するエネルギー政策計画局（Energy Policy

and Planning Bureau：EPPB）、規制緩和、民間資本の導入が進められている電力分野での設備計

画、並びに地方電化事業等を担当する電力管理局（Electric Power Industry Management Bureau：

EPIMB）がある。EUMB-EECDは上記関連部局と緊密に連携しながら、省エネルギー政策、法制

度の整備を進める必要がある。

　さらに、DOE付属の研究所として、電気製品試験所（Lighting & Appliance Testing Laboratory：

LATL）がドナー〔UNDP、ドイツ技術協力公社（GTZ）、世界銀行、GEF、USAID〕の支援によ

り設立されている。LATL では、空調機、冷蔵庫、照明機器（蛍光灯、バラスト）の効率試験を

実施しており、2003年にはDTI-BPSからコンパクト蛍光灯（CFL）の公認検査機関として認証を

受けている。

　DOE の組織図を図２－ 34 に示す。
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２－８－２　科学技術省

　科学技術省（Department of Science and Technology：DOST）のフィリピン産業・エネルギー研

究開発会議（Philippine Council for Industry & Energy & Research and Development：PCIERD）

は、政府及び民間部門の代表から構成され、開発プロジェクトを独自に、又は工業技術、エネル

ギー、公益事業分野の技術を推進する他の政府機関や民間の主体を通じて担ってきた。PCIERD

は、特にエネルギーの研究開発及び利用を担っている産業に対して、技術・資金援助を提供して

いる。PCIERDでは、製造業を率いる業界団体であるフィリピン産業連盟（Federation of Philippine

Industries, Inc.：FPI）の協力の下、中小企業（鋳物、セメント業界）への省エネ推進活動、ベス

ト・プラクティスの共有を行っている。PCIERDには60名の職員が在籍している。これまでの省

エネ分野における活動としては、以下のとおり実施している。

①　商業ビルのモデリング・デザインに関するガイドライン策定

②　セメント工場、砂糖工場におけるエネルギー管理（省エネ診断）

③　高効率照明、エアコン、冷蔵庫のエネルギー効率測定の技術支援

　PCIERDでは、個別企業の省エネ診断ではなく、業界団体レベルでのベンチマークデータ収集

を目的に診断しており、診断費用も徴収していない。また、PCIERDは診断のためのエンジニア

を民間企業や DOST-ITDI から召集し、診断チームをコーディネートする役割も果たしている。

現在は、鋳物、食品、鉄鋼業界の中小企業を対象にデータ収集しているところであるが、これら

エネルギー消費データは DOE と必ずしも共有されていない。

　他方、DOSTには研究開発機関として工業技術開発研究所（Industrial Technology Development

Institute：ITDI）があり、エネルギー変換技術・システム、工業プロセスのエネルギー効率化、技

術交流・取得に関する調査・開発（R&D）を担っている。また、エネルギー分野では再生可能エ

ネルギーの利用促進、バイオマス利用等と併せて、1999年よりエネルギー診断を開始〔当初はス

ウェーデン国際開発協力庁（Sida）及び国連環境計画（UNEP）、近年は JETRO の支援〕し、こ

れまで100社以上の個別企業を対象に省エネ診断を実施している。現在は、食品加工業界、鉄鋼

業界、鋳物業界を対象にベンチマーキングをプロジェクトとして実施しているところである。

　ITDI は合計 20 名の職員を有し、これまでにMERALCO、セメント工場、製鉄所、食品工場等

で診断を実施した経験がある。省エネ診断は有料（7,500 ～ 9 万ペソ）であり、職員のうち 8 名

は診断可能な技術力を有しているとのことである。

　DOST の組織図を図２－ 35 に示す。
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に安全基準について承認を行っている。

２－８－４　環境天然資源省

　環境天然資源省（Department of Environment and Natural Resources：DENR）は、天然資源の

効率的な利用、開発、管理を推進し、国内の森林、鉱山地帯、沖合その他の天然資源、生態系の

バランスを維持することをめざしている。DENRの組織体系は、省本体、スタッフ事務所、スタッ

フ事務局、及び地域、州、地域社会の天然資源局から成る現地事務所で構成されている。

　また、大統領令（Executive Order：EO）No.320 の発令により、DENR は 2004 年 6 月 25 日に

正式にDNA に認定された。この大統領令の下、DENRはDNAとして以下の業務を担っている。

①　国の CDM 政策の構築

②　CDM 案件を評価するための基準、指標、規格、システム、手続き、及び評価ツールの構

築

③　京都議定書に基づいて UNFCCC へ提出する CDM 案件の審査及び承認

④　国内における CDM 案件の進捗状況のモニタリング

⑤　CDM の国内促進に向けたその他の活動

２－８－５　フィリピン・エネルギー効率専門家協会

　フィリピン・エネルギー効率専門家協会（Energy Efficiency Practitioners Association of the

Philippines, Inc.：ENPAP）は、DOE-EUMB のエネルギー管理基本訓練コースを修了したエネル

ギー管理者、エンジニア、コンサルタントの全国的組織であり、エネルギーの管理、開発、効率

的利用に関する情報交換の場として機能している。現在では、300社以上の個人技術者、約15社

の企業が会員として登録されている。ENPAPは、特に産業界におけるエネルギーの生産性及び効

率化の推進で、DOEと緊密な協力関係にある。また、ENPAP ではエネルギー診断を受注し、各

企業にエンジニアを派遣している。

　なお、European Commission では、ASEAN 各国でエネルギー管理士制度を立ち上げるため、

ACE（ASEAN Center for Energy）に無償資金協力を提供し、各国のNGOをカウンターパートと

して、2008年から3年間で実施される予定である（Asian Energy Managers Accreditation System：

AEMAS）。フィリピンでは、ENPAPが事務局となり、制度構築やエンジニアの訓練等を担当する

予定である。

２－８－６　フィリピン省エネルギーセンター

　フィリピン省エネルギーセンター（Philippine Energy Conservation Center, Inc.： PECCI）は、

商工企業におけるエネルギー利用慣行の節約を推進する設計、エンジニアリング、コンサルタン

トの各企業を会員とする民間財団であり、創設者の大半はENPAPの出身であった。PECCIは、

特に全国エネルギー週間中、DOEとENPAPの活動に参加している。また、USAID、UNESCO（国

連教育科学文化機関）、UN-ESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）の支援により、エネル

ギー、省エネ、効率化に関する国内・国際会議及びセミナーを組織してきた。

２－８－７　国家電化庁

　国家電化庁（National Electrification Administration：NEA）は、「地方電化プログラム」を推進
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　その後、ラモス政権末期の 1998 年に「省エネルギーの制度化、エネルギー使用の効率化

促進、及び省エネルギー事業への優遇措置付与のための法案（略称：省エネ法案）」（HOUSE

BILL No. 4849, An Act Institutionalizing Energy Conservation, Enhancing the Efficient Use of

Energy, and Granting Incentives to Energy Conservation Projects, and for Other Purposes）が下院

に提出され、2002年にも再提出されたが、いずれも法制化は見送られることとなった。この

ため、以下（2）に示すとおりDOEでは大統領令や省令等、法律以外の法制化のツールを活

用しながら、省エネ推進のための個別方策を進めようとしているが、産業界や一般需要家に

対する法的強制力に欠けるため、実効的な省エネ対策とはなっていない。

（2）新法案の規定内容

　新法案の柱となる主な規定内容は、以下のとおりであり、これらを実施する権限をDOEに

付与している。

①　統合資源計画（Integrated Resource Planning）4並びにDSM（デマンド・サイド・マ

ネジメント）を主眼として、国家省エネルギープログラムを計画・実施する。

②　DTI、DOST と協力し、石油（軽油）若しくは電気駆動による設備の標準的なエネ

ルギー消費水準を規定する。

③　DOTCと協力し、運輸セクターの燃料消費パターンを定期的に見直し、燃費改善方

策を提言する。

④　産業用、商業用、輸送用に年間 500kl（原油換算）より多くのエネルギーを消費す

る事業場に対して、定期報告書の毎年提出を義務づける。

⑤　年間 2,000kl を超えて消費する事業場に対しては、年次省エネ計画を提出するとと

もに、フルタイムのエネルギー管理者（Energy Manager）として、DOEとの連絡調整

員となる有資格技術者の配置を義務づける。

⑥　Republic Act No.7638 に従い、廃油のリサイクルを促進する。

⑦　発電・配電会社に対して、統合資源計画並びにDSMの実施を要請する。

（3）旧省エネ法（BP73）からの変更点

　旧法になかった新法案の特徴として、企業等が取り組む様々な省エネ事業や、省エネ指定

機器（輸入機器を含む）の導入に対して、税制上の優遇措置が適用される点があげられる。

具体的には、以下のとおりである。

①　適用対象事業（若しくは機器）

a） ビル等における省エネルギー管理システム（Bui ld ing  Ene rgy  Managemen t

System： BEMS）

b） ビル等における可変空気量調整システム（Variable Air Volume System：VAVS）

c） ビル等における可変速モーター装置（Variable Speed Motor Drives：VSMD）

d） 高効率モーター（Highly Energy Efficient Motors：HEEM）

e） 廃熱回収システム（Waste Heat Recovery Systems：WHRS）

4 従来型の電源開発計画や、流通設備計画に加えて、環境負荷や事業リスク等の外部環境を考慮したうえで、供給側と需要側の資

源を統合的に評価し、必要となる社会的費用を最小化するシステム計画手法。



－ 60 －

②　優遇措置

a） 輸入機器・装置に対する関税、国内税の 100％免税措置

b） 国産機器・装置に対する関税、国内税の 100％税猶予（Tax Credit）措置

２－９－２　その他の施行規則等

　懸案となっている省エネ法案以外で、既に施行されている制度的枠組みは以下のとおりであ

る。

（1）エネルギー省覚書回覧（DOE Memorandum Circular No.93-03-05）

　年間 1,000kl 原油換算以上のエネルギーを消費する、産業、商業、及び運輸セクターの需

要家については、四半期ごとにDOE にエネルギー消費報告書を提出しなければならない。

加えて、年間 2,000kl 原油換算以上のエネルギーを消費する需要家については、年間の省エ

ネルギー計画を提出する。

　上記規定は、罰則規定なしの任意参加であるため、エネルギー消費報告書の提出対象企業

約800社のうち、実際に提出しているのは130社程度とのことである。また、上記報告書並

びに省エネルギー計画書は、各企業のプラント・マネージャーが主に作成しているが、エネ

ルギー管理士に類する有資格者の配置は義務づけられていない。

（2）大統領令（Executive Order 123）

　電力分野での省エネ、並びに需要管理のための委員会を設立するため、1993年2月に施行

された。

（3）大統領令（Executive Order 472 ）

　運輸分野での省エネ、並びに燃費効率化のための委員会を設立するため、1998年3月に施

行された。

（4）行政令（Administrative Order 103）

　2004年 8月に施行され、政府の建築物について、燃料、水、電気その他公共料金のコスト

を最低10％削減することが義務づけられた。このため、エネルギー効率の高い照明機器、イ

ンターネットを含む通信設備利用の最適化が必要とされている。

（5）行政令（Administrative Order 110）

　2004年 10月に施行され、後述する国家省エネルギープログラム（NEECP）のコンポーネ

ントである、Government Energy Management Program（GEMP）を公式に制度化している。

これにより、2005 年 1 月から 3 年間で、電気料金並びに石油製品の消費を最低 10％削減す

ることが義務づけられている。

（6）行政令（Administrative Order 126）

　上述の GEMP の取り組みを更に強化するため、2005 年 8 月に施行された。これにより、

Administrative Order 103 で求められる電気料金の 10％削減に加えて、更に 10％の削減が求
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（3）Fuel Economy Run

　運輸セクターでの省エネとして、自動車の燃費改善を目的として、今後自家用自動車及び

軽自動車を対象に、新車については燃費水準を表示することを検討している。

（4）Government Energy Management Program（GEMP）

　すべての省庁、政府組織、公立学術機関について、現状の水準からエネルギー消費を最低

10％削減することを求めている。また、政府所有の自動車については、すべてバイオディー

ゼル車を採用することが義務づけられる。DOEでは、抜き打ち検査により、上記政府建築物

のエネルギー診断を実施し、診断結果を点数化して建物内に掲示している。

（5）Energy Management Services / Energy Audit

　フィリピンでも日本と同様、電子機器の製造を中心とした大企業では、既にエネルギー管

理が徹底されているものの、中小企業ではエネルギー管理の必要性が理解されていないよう

である。エネルギー診断については、DOEのほか、DOST-PCIERD、DOST-ITDI、ENPAP、

配電会社のMERALCO で産業用、商業用需要家に対して実施している。DOST-PCIERD で

は、鉄鋼、食品業界を中心として主に中小企業を対象としており、DOST-ITDI では DOST-

PCIERDを技術的にサポートするとともに、独自にも鋳造、食品業界等中小企業へのエネル

ギー診断を実施している。MERALCOでは、DOST-ITDI とも協力しながら、2MW以上の大

口需要家を対象に診断を実施している。

　しかしながら、現状ではエネルギー診断士としての国家資格が存在せず、また上記の複数

の組織間では情報交換が十分に行われておらず、個人の技量のみならず組織の技術力にも相

当バラツキがあるものと想定される。DOEでは、1980 年代後半から、ドイツGTZ、国連工

業開発機関（UNIDO）、UNDP 等の協力を得て、エネルギー診断を実施する技術者のキャパ

シティ・ディベロップメントを継続的に実施している。DOEとDOSTで合計20名弱の技術

者が、企業からの求めに応じて、診断を実施しており、DOEの場合にはフルスケールの診断

で 3万 2,500 ペソ（約 8万 7,000 円）、年間で約 30 件の診断を行っている。DOST-ITDI で同

様の診断を実施する場合には、約 7 万ペソ（約 20 万円）必要となる。

（6）Recognition Award Program

　エネルギー効率化の程度、エネルギー管理システムの実施状況に応じて、エネルギー長官

賞、優秀賞、特別賞等の表彰を授与している。

（7）Voluntary Agreement Program

　自家用自動車の所有者に対して、公共交通を可能な限り使用し、省エネを推進するための

啓発普及を進めている。

２－ 10　ドナー等

２－ 10 －１　わが国関連機関の動向

　経済産業省は、重点協力地域である東アジアへの技術協力について①知的財産権の保護、②基

準認証の制度整備・共通化、③物流の効率化、④環境・省エネ、⑤産業人材育成の重点 5分野を
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定めている。省エネについては、経済開発を優先するために環境問題、エネルギー消費の増大に

直面している途上国が多く、わが国は省エネに関し国際競争力を有する当該分野の技術・ノウハ

ウを生かした協力を実施することとしている。また、アジア標準の推進項目として「エネルギー

管理士制度構築支援、省エネガイドライン策定支援等」を掲げている。

　フィリピンにおいては、GAP（Green Aid Plan）政策対話を受けて日本貿易振興機構（JETRO）

がエネルギー管理士制度構築支援を実施している。これまで食品加工業（平成 13 ～ 16 年度）、

鉄鋼業（平成 15 ～ 17 年度）、鋳物業（平成 18 ～ 19 年度）に対してエネルギー管理士制度・エ

ネルギー監査手法導入を実施している。行政側のカウンターパートはDOSTである。同協力は実

際の設備診断を中心に進めていることで、企業間の情報共有の脆弱性、業界団体の統率力、省エ

ネと並行した生産技術向上の必要性等の本質的な課題を明らかにしている。

　なお、海外技術者研修協会（AOTS）でも毎年省エネ分野の研修を実施している。

２－ 10 －２　他ドナーの動向

（1）世界銀行（WB）

　世界銀行の地球環境ファシリティ（Global Environmental Facility：GEF）資金により、電

化組合システムロス低減プロジェクト（Electric Cooperative Systems Loss Reduction Project：

SLRP）が実施されている。そのなかでフィリピンの保証会社LGUGC（Local Government Unit

Guarantee Corporation：地方政府部門保証供与会社）がプログラムマネージャーとして運営

を実施する保証ファンドが近年開発されている。同保証ファンドを地方電化組合（Electric

Cooperatives：EC）のプロジェクト促進に活用するものがEC-PCG（Electric Cooperative Partial

Credit Guarantee Program）である。

　当該プログラムの目的は、地方電力セクターの信頼性向上、コスト効率化、二酸化炭素排

出量の削減をめざしてエネルギー効率を改善することであり、世界銀行が拠出しているファ

ンド資金は 1,000 万ドルである。

　これまで、EC が電化目的に沿うプロジェクトを実施する際に、金融機関からの借入れに

よって資金を調達しようとしても、プロジェクトに伴う債務支払い（Debt Service）に不安が

あり、金融機関の借入れができずにプロジェクトが頓挫することが多かった。こうしたケー

スにおいては、金融機関が当該プログラムに対して、あらかじめ定められた額の保証料を支

払うことで、元利合計の80％までの保証の提供を受けることが可能となる。想定される金利

は 10.70％である。

　2008年1月現在において貸付事例はまだなく、上記プログラム開始時に12％であったNEA

の貸付金利が 10％まで低下したため、競争力が低下したことが原因とみられる。

（2）アジア開発銀行（ADB）

　ADB は EC に対して新規ローンを検討しており、その準備として 2008 年 1 月より Japan

Special Fund による技術協力（TA）Rural Electric Cooperatives Development Project を実施中

である。同TAでは①配電システム改善によるシステムロス削減、②TRANSCOの送電線取

得、等について投資需要把握、また③WESM（電力卸売市場）への参加に係るトレーニン

グ、④ EC による電力共同購入の可能性検討等を行っている。①と②については 5,000 万～

1億米ドル規模のローン供与が想定されており、先の世界銀行による支援が不調であること
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を踏まえてECへの資金供給はNEAを通じて行うこととしている。ADBは同協力を電力産

業改革推進のコンポーネントとしてとらえている。

　上記に加え、省エネプロジェクト（Energy Efficiency Project）として、蛍光ランプ普及促

進、ESCO事業振興のためのローンギャランティファンド設立、ECの配電ロス削減に係るパ

イロットプロジェクト、啓発等の TA 及び普及のためのローンを検討している。

（3）オーストラリア国際開発庁（AusAID）（Partnership for Economic Governance Reforms：

PEGR）

　政府公社改革の一環として、DOF（財務省）からの要請に基づいた協力が実施されてお

り、NEA に関し①財務状況・財務リスクの分析及び財務改善のためのアクションプラン策

定、②ECに対するNEAの行政サービスに係る現状分析と提言、③パフォーマンス契約の導

入検討を行う。2008 年 1 月から実施されているが、DOF の目的は政府の偶発債務リスク管

理の強化にあるため、NEAの行政サービスとしての必要性、また財務的持続性が検討の中心

になるものと考えられる。

（4）国連開発計画（UNDP）/GEF

　省エネ照明（EEL）の普及を目的として、PELMATP（Philippine Efficient Lighting Market

Transformation Project）が実施中である。カウンターパート機関は DOE 及び DTI-BPS で、

活動内容は①省エネ照明普及のための政策立案、政策実施、省エネ照明器具EELに関する基

準の策定②照明の効率試験、ラベリング、市場開拓に関する行政のキャパシティ・ディベ

ロップメント、③消費者向けの普及啓発活動、④消費者が省エネ照明を購入しやすくするた

めのファイナンス手法の開発、⑤廃棄物対策（特に水銀対策）であり、普及対象機器は省エ

ネ型の直管型蛍光灯、 コンパクト型蛍光灯（CFL）、高輝度放電ランプ（HID）、安定器（磁

気式、電子式）、その他省エネ型照明である。2004 年からの 5 年間で総額約 1,500 万米ドル

が投入される予定である。

（5）国連環境計画（UNEP）/Sida

　2002年から2006年にかけて、9ヵ国を対象にGERIAP（Greenhouse Gas Emission Reduction

from Industry in Asia Pacific）が実施された。フィリピンの担当省庁はDOST-ITDIで、トレー

ニング教材の開発、エネルギー効率改善デモ事業、省エネ調査、産業界向けガイドライン策

定等が主な活動内容となっている。

（6）ASEAN Center for Energy（ACE）/ 欧州委員会（EC）

　ACEがENPAPをカウンターパートとしてエネルギー管理士制度を立ち上げる計画（Asian

Energy Managers Accreditation System：AEMAS）や、ENPAP 等の民間主導による省エネセ

ンター設立に関する協力を検討中である（プロジェクト名：Establishment of the ASEAN

Energy Manager Accreditation Scheme (AEMAS)）。資金は欧州委員会（European Commission）

が無償提供するもので、調査時点ではENPAPがACEへの提案書を作成している段階であっ

た。JICAが省エネ制度・政策に係る支援を実施する場合は、同協力の具体的な活動内容を再

確認する必要がある。
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２－ 11　フィリピン・エネルギーサミット

　本調査期間中にフィリピン・エネルギーサミット（2008 Philippine Energy Summit）が開催さ

れた。エネルギーが長期的な価格上昇トレンドに入ったこと、特に昨今の急激なエネルギー価格

高騰がフィリピンの社会・経済に大きな影響を及ぼしていることを受けて、アロヨ大統領がエネ

ルギー大臣に指示し、国全体での対処について協議するために開催されたものである。フォーラ

ムは 2008 年 1月 29日、30日、31日、及び大統領が出席した 2月 5日の計 4日間にわたり、これ

に関連させてADB主催による関係者協議、DOEによる内部協議が開かれている。

　エネルギーサミットでは 6つの分科会（① Promoting Energy Efficiency and Conservation、②

Lowering Power Rate for Industry Competitiveness and Consumer Welfare、③Responding to High

Oil Price、④Alternative Fuels、⑤ Scaling Up Best Energy Practice Across Sectors through Social

Mobilization、⑥ Setting Success Indicators and Mechanics for Monitoring Cross-Sectoral

Interventions）が設定され、関係者による議論が提言として取りまとめられ、最終日に大統領に

報告された。

　本調査団については、エネルギー長官からの参加要請を受けて①Promoting Energy Efficiency

and Conservation（以下、省エネ分科会）について会場でプレゼンテーションを行い、主催側で

あり調査団のカウンターパートでもあるDOEスタッフに同行する形で各種協議に参加した。

　省エネ分科会のなかでは、省エネ法案の成立が優先課題として提言された。現在アドボカシー

が中心となっている省エネ推進プログラム（NEECP）をより実効性が伴うものとするためにも、

実施体制を拡充するためにも、民間に対して強制力を発揮するためにも、法律の存在は不可欠で

あるとの認識によっている。

　また、② Lowering Power Rate for Industry Competitiveness and Consumer Welfare の分科会に

おいて、配電網のシステムロス改善がインセンティブ制度改善とともに優先課題として提言され

ている。
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第３章　協力の方向性

３－１　今後の協力の方向性

　第1次派遣における情報収集及び意見交換、並びに第2次派遣で参加したエネルギー・サミッ

ト及び関連する会議での協議状況に基づき、調査団としてフィリピンの省エネ分野における課題

認識と支援方策について次のとおり整理した1。

1 表は調査団が団内の認識共有を図るために作成したものであり、フィリピン側及び日本側関係者から収集した意見・情報、及び

調査団各員の見解に基づく。

政策・制度
メニュー

省エネルギー法案

の作成支援

エネルギー診断

（義務化を含む）

エネルギー管理士

制度

現状と課題

　省エネ法不在のため、需要家へ

の省エネ促進策はすべて強制力

をもたない。現在のPEP（エネル

ギー計画）において省エネは優先

法案にあげられていないものの、

DOEは2008年 2月のエネルギー

サミットにて省エネ促進が重要

課題として取り上げられたこと

を踏まえて、年内の法案提出をめ

ざすこととなった。

　ただし、法案成立までには多く

の課題（関係省庁との合意、公聴

会、国会承認）をクリアする必要

があり、見通しは不透明である。

　現状では自己申告で「エネル

ギー診断ができる」と称する技術

者が携わっており、適正な技術

サービスが提供されているか不

明。診断後のフォローアップが行

われておらず、実際に企業の省エ

ネ機器の導入、運用・設備改善等

の実施状況が不明。企業側（特に

華僑系）では、外部の民間技術者

や、ESCOに診断に必要なデータ

を開示しない可能性あり。この場

合、政府職員による診断か、社内

のエネルギー管理士の方が受け

入れられる可能性大。

　一部の大企業ではコスト削減

の一環として配置しているが、拡

充が必要。エンジニアの技術水準

を客観評価できるような資格制

度の構築と人材育成が課題。

担当省庁・
組織

DOE-EUMB

DOE-EUMB

DOST-PCIERD

DOST-ITDI

ENPAP

PRC（専門職規

制委員会）

DOE-EUMB

DOST-PCIERD

DOST-ITDI

PRC

JICAとして想定される支援

　フィリピン側が省エネ政策に

係る体制整備を行ったうえで、

省エネ戦略を明示的に策定し、

法制度化の道筋をつける。

　以下の具体的方策の導入方法

について、共和国法、大統領令、

行政令それぞれのレベルで規定

すべき内容を整理し、法案作成

を支援する。併せて、既存の

NEECP のレビュー及び改善提

案を行い、一部について実施支

援する。

　国家資格制度を創設し、定期

的なトレーニングにより質の高

いエネルギー管理ができる体制

を確保。

　資格の制定と運用、試験の実

施、人材育成に係るフィリピン

側のヒト・モノ・カネの確保が

課題。また、監督省庁の整理も

必要。

　なお、EC が無償協力にて、

ENPAP をカウンターパートと

してエネルギー管理士制度を立

ち上げる計画（Asian Energy

Managers Accreditation System：

AEMAS）があり、今後の動向を

注視する必要がある。

優先度

◎

表３－１　課題認識と支援方策
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政策・制度
メニュー

省エネセンター

（仮称）

省 エ ネ ル ギ ー

データベース整

備

啓発普及活動

ラベリング制度

現状と課題

　省エネセンター不在により、形

式上は協議会等で調整している

が、各省庁の省エネ関係部局が独

自に省エネ制度を実施。エネル

ギー管理士、エネルギー診断士等

国家資格を創設する場合には、資

格制度の運用のため必要。

なお、ENPAPでは民間主導による

省エネセンターを設立する構想を

計画している。

　セクター別・産業別で省エネの

現状分析や目標管理を行うために

不可欠なエネルギー効率等のデー

タが未整備である。各省とのデー

タ共有もされていない。また、現

在 DOE で使用しているデータ

ベースシステムは、他業種との比

較やエネルギー消費履歴による分

析ができない等、データの活用範

囲が限られている。

　DOE-EUMBが中心となり、テレ

ビ、ラジオ、チラシ等を活用して

活動しているものの、消費者の関

心を引く内容とはいえない。省エ

ネに対する社会的認知度を高める

ための工夫が必要と思われる。地

方での活動も課題。

　エアコン、冷蔵庫、CFL、電子

バラストに導入。効率を数値化し

EER（Energy Efficiency Ratio）、

EEF（Energy Efficiency Factor）と

して表示しているものの、電気料

金が具体的にいくら節減できるの

か分かりにくい表示となってい

る。ラベリングが消費者の購入態

度に影響を与えるような仕組みが

必要である。

担当省庁・
組織

DOE-EUMB

DOST-PCIERD

DOST-ITDI

ENPAP

DOTC

DOE-EPPB

DOE-EUMB

DOE-EUMB

DTI-BPS

DOE-EUMB

DTI-BPS

JICAとして想定される支援

　省エネ制度の運用を担当する一

元的な窓口としての設立可否を協

議会で検討し、職員の配置、予算

割り当て、施設・機材調達等につ

いて検討する。また、国家資格制

度の運用、啓発普及活動の拠点

等、具体的な役割分担を整理す

る。

　エネルギー原単位、GDP弾性値

等のセクター別データの解析によ

り、セクター別のエネルギー効率

を評価するためのデータベースを

構築する（必ずしもITシステムを

意味しない）。DOE-EPPB、DOST-

PCIERDやDOST-ITDIにて収集し

ている情報と共有し、ENPAP等を

通じて民間へデータベースを

フィードバックすることが重要。

　商業用需要家については、商工

会議所や業界団体を通じた活動を

てこ入れする。家庭用について

は、人目を引くデザインの採用、

業界団体とのタイアップ等、日本

を含む近隣諸国からのベスト・プ

ラクティス抽出。

　日本を含む近隣諸国からのベス

ト・プラクティスを抽出しつつ、

ラベリング内容、表示方法の充実

を図る。テレビ等、導入製品の拡

大についても検討する。

　現在政府庁舎が実施しているビ

ルのエネルギー効率レーティング

を民間に広める可能性も検討。

優先度

◎

◎

◎
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政策・制度
メニュー

財政支援

ESCO支援

DSM

電力システムロス

低減

現状と課題

　かつてはDOEが商業銀行を通

じて省エネプロジェクトに財政支

援を行っていたが現在はなし。

　DBPも及び腰である。タイ等で

は石油税を原資とした省エネファ

ンドが省エネプロジェクトへの裾

野の広がりに貢献しており、同様

のスキームの導入も検討されるべ

き。DOTCのヒアリングでは、自

動車登録税を原資として、6億ペ

ソのSpecial Pollution Control Fund

があるので、同様のスキームで提

案する価値はある。

　財政支援と同様に省エネファン

ドのニーズがあるが、併せてロー

ンギャランティー機構の設立が必

要。

　電力自由化後、実質的なプログ

ラムとしてはCFL導入、TOU等を

実施しているが、MERALCO等大

手の民間配電会社以外について

は、優先度が低くあまり実施され

ていない。また、需要を抑制する

方策の必要性が電力業界のなかで

も浸透していないと思われる。

　MERALCOについては、システ

ムロスの低減活動は、必要な初期

投資に見合うリターンが見込める

限界まで実施されている。

　EC（電化組合）や小規模な民間

配電会社についてはロス対策が不

十分であり、特にECの改善余地が

大きく、同対策を通じた運営効率

向上の必要性は高い。現在ECで使

用されているロス評価のためのプ

ログラム（フィリピン大学と提携

して開発）は、信頼性が低く、NEA

でも解析結果を信用していない。

発電及び送電の省エネについて

は、フィリピン側のニーズ小。

担当省庁・
組織

DOF

BIR (Bureau of

International

Revenue)

DOE

DBP

DOF

DOE-EPIMB

DOE-EUMB

ERC

DU、EC

DOE-EPIMB

DOE-EUMB

NEA

ERC

DU、EC

JICAとして想定される支援

　補助金や免税措置について各国

事例を基に検討することはできる

が、財務当局の了解を取り付ける

必要がある。

　まずはESCO事業についての啓

発普及が必要であり、銀行セク

ター、顧客を対象として、パ

フォーマンスコントラクトの考え

方を含む、ESCO事業に対する理

解を深めるための活動については

検討の余地がある。

　都市部と地方部の電力需要実態

に合わせた、プログラムの策定・

運用支援。民間の配電会社やEC

（電化組合）、更にはエンドユー

ザーに対するDSM普及活動。

　民間との相互理解、協働に向け

た体制づくりが重要。

　なお、電力自由化後は政府によ

る電力セクターへの影響力及び行

政能力が弱体化していることが実

施を難しくしている。

　小規模のEC（電化組合）をター

ゲットにした、システムロスの現

状分析と対策立案のためのマニュ

アルを整備し、最終的にはECが自

立的にロス低減できるよう能力向

上する。テクニカルロス低減のた

めの、配電系統の潮流解析→財務

分析を踏まえた評価と優先順位づ

けに基づく計画立案を支援。ま

た、NEAによるECの格づけ手法

についても、現状レビューし、必

要あれば改善を検討する。

優先度

△

△

○

◎
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　第3次派遣では、上記の課題認識及び支援に係る初期的検討に基づいてDOE、DOST、NEAを

中心に先方ニーズを調査した。 加えて、現在のフィリピンにおける省エネの普及状況並びに行政

の体制、実施可能性から検討し、①DOEを主たる対象とした省エネ政策・法制度に関する協力、

及び②NEAを通じた地方配電網のシステムロス低減に関する協力、の2件を候補案件として形成

することとした。

３－２　省エネ政策・法制度に関する協力

３－２－１　協力要請

　省エネ政策・法制度については、DOEより以下の3点を中心とする協力が要請される見通しで

ある。

（1）法制度の整備

（2）省エネルギーデータベース整備

（3）啓発普及活動

３－２－２　協力方針案

　フィリピンのエネルギーに関する包括的な見通しと政策方針を示すPEP（エネルギー計画）に

おいては、①電力セクター改革の推進と②エネルギー自給率向上という2つの課題が掲げられて

いる。エネルギー自給率向上に関する政策として、国内産化石燃料開発や再生可能エネルギー開

発と並んで、省エネプログラムの強化（Strengthen and enhance energy efficiency and conservation

program）が示されている。また、省エネによって 10 年間（2005 ～ 2014 年）で 19.8MMBFOE

（2.9MTOE）のエネルギー消費を抑制することを目標としている。また、同計画内のエネルギー

需要予測のなかでは 4.07 ～ 4.66％の省エネ効果が織り込まれている。

　DOE はこれら目標設定の下で省エネ政策を策定し、省エネ促進プログラム（NEECP）等を通

じて具体的なエネルギー節約につながる効果的な行政的対応を担っている。省エネ政策を具体的

政策・制度
メニュー

技術者トレーニン

グ

現状と課題

　省庁ではDOE、DOSTが省エネ

トレーニングを提供しており、民

間では ENPAP が実施している。

DOE-EUMBでは、中核となるエン

ジニアの後任者が育っておらず、

組織的な活動の展開ができない。

担当省庁・
組織

DOE-EUMB

DOST-PCIERD

DOST-ITDI

ENPAP

JICAとして想定される支援

　①政策担当者に対する、省エネ

法制度、政策立案に関する研修

と、②エネルギー診断を担当して

いる技術者に対する、診断技術向

上のための研修が想定される。日

本国内での研修のほか、現地での

民間組織とタイアップしたトレー

ニングも検討の余地がある。

　電力分野では、ロス低減に関し

て、MERALCO等民間配電会社の

ノウハウ、トレーニング内容を

NEAやECに水平展開する取り組

みを支援する。

優先度

◎

注：優先度の分類は次のとおり。今回の協力として　◎：実施が十分考えられる、○：一部実施が考えられる、
　　△：実施の可能性は低い
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　行政機関では、DOST（PCIERD 及び ITDI）との連携が重要である。DOST は民間企業に対し

てエネルギー診断サービスを実施しており、省エネセンター設立構想ももっている。DOEは省エ

ネ政策の上流部を担う一方、民間へのアクセスや省エネ技術力の点で現状は不十分である。DOST

は民間産業部門との窓口として機能することが期待でき、省エネ技術者も抱えていることから、

DOSTを巻き込むことで有益な補完関係が成り立つ。特に、省エネデータベース整備、エネルギー

管理士制度、省エネセンター、人材育成等を検討する場合は、DOST の参画が不可欠である。

　民間については、省エネ政策がもたらす利害関係は存在するものの、民間の関心を高め協力関

係を築くことは政策実施上の必要条件である。例えば啓発普及活動においてDOEによるテレビ、

ラジオ、チラシ配布による活動は量・質ともに不足しているため、ENPAP等の省エネ業界団体や

フィリピン産業連盟（Federation of Philippine Industries Inc.：FPI）、PHILFOODEX（Philippine

Food Processors & Exporters Organization, Inc.）等の業界団体からの協力を取り付ける、その際に

民間の啓発普及ノウハウを活用する等が考えられる。その他、行政が触媒的役割を担うことで自

主的な省エネプログラムの立ち上げを促すようなことが考えられる。

　なお、民間との連携にあたってはメリットを示すことが必要となる。例えば、省エネデータ

ベース整備に関してデータの提供を求める場合には、データの収集結果やベストプラクティスを

フィードバックする、自主的プログラムについては予想される便益を示す等の工夫が必要とな

る。日本が協力する場合はこれらアイデアの提供が可能であろう。

３－２－３　活動案

　以下、個別の政策・制度メニューに関する現状と課題、現時点で想定される支援内容について

記述する。（1）～（7）が主な支援内容であるが、今回検討されたその他の政策についても、参

考として（8）以降に紹介しておく。

（1）省エネルギー法案の作成支援

・DOEでは、再生可能エネルギー法案、改正EPIRA法案を法制度化の優先案件としており、

現在の省エネ法の立法化には、これらの法案と比べて産業界からの支援も得られにくいこ

とから、少なくとも 2 ～ 3 年は必要となる見通しである。

・現在の省エネ法案を見ると、例えば年間 500kl 以上の産業・商業用需要家、輸送業者に対

して、年間のエネルギー消費実績及び生産量実績の提出、年間 2,000kl 以上の需要家に対

しては、更に省エネルギー計画の提出を求めているが、省エネ法不在の下、不履行需要家

にペナルティを科すこともできず、実質的には任意ベースの報告となっている。

・また、DOEが主管官庁としてDOST、DOTC他関係省庁と連携して省エネ活動を推進する

こととなっているが、DOE、DOST等省庁のみならず、民間業界団体からも、省エネセン

ターに類する省庁横断型の組織の設立が要請されている。この場合、同組織の職員構

成、役割、予算等について規定する必要がある。

・特定技術について、ビルエネルギー管理システム（BEMS）や可変速モーター等について

記載がある一方で、インパクトが大きいCFLやエアコンについては含まれておらず、現状

の省エネプログラム（NEECP）との整合も十分ではない。

・そのため、現状を十分調査し、また関連する政策をレビューしたうえで、省エネ法案の

ベースとなる戦略を取りまとめ、優先度及び必要性に基づき法案を整備するための支援を
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行う。

（2）エネルギー診断（技術者の認証制度、義務化の検討を含む）

・エネルギー診断については、DOEのほか、DOST-PCIERD、DOST-ITDI、ENPAP、配電会

社のMERALCO等が需要家に対して任意に実施している。エネルギー診断のプロセス、診

断費用等は組織ごとに決められている。

・しかしながら、上記診断を実施したあとのフォローアップはほとんど行われておらず、実

際に企業が省エネ機器の導入、運用・設備改善等を実施したかどうか等のフィードバック

は行われていない。また、診断結果に含まれる対策を実施した場合の必要コスト、経済効

果等の財務分析も不十分である。

・DOST-PCIERDによると、エネルギー診断を実施できる技術者の確保が重要、とのことで

あったが、実際に診断技術者の数を確認しても明確な回答は得られなかった。民間の業界

団体（Federation of Philippine Industries, Inc.：FPI）では、セメント業界団体を対象とし

て非公式なエネルギー診断士制度を立ち上げる計画があるものの、公式な診断士認証制度

の設立は今後の課題である。現状では、自己申告で「エネルギー診断を実施できる」と称

する技術者が任意に診断を実施している状況であり、診断にあたる技術者の水準もバラツ

キが大きい。

・エネルギー診断の質的向上を図るためには、公的な資格として認定された技術者を増やす

必要がある。このため、PRC（Professional Regulation Commission）と連携した資格制度

の創設とともに、フィリピン大学、工業高校、専門学校等での省エネ技術に関するカリ

キュラムの強化も重要である。

・エネルギー診断の義務化は、近年のエネルギー価格の高騰を受けて、インド、タイ等の開

発途上国のみならず、オーストラリア、台湾等先進国でも導入されている。エネルギー診

断の義務化の内容は、World Energy Council によると、表３－２に示す内容が推奨されて

いる。診断義務化によるメリットとしては、数多くの需要家を対象に、短期間で省エネ対

策導入をコンサルティングすることができるが、デメリットとして、需要家からコスト増

大を招くものとして反発を受ける可能性がある。このため、義務化の程度（どれだけ厳し

いペナルティを付与するか）、導入スケジュールを策定する際には、民間からの意見に十

分配慮する必要がある。

・エネルギー診断を義務化した場合に想定される問題として、企業側（特に華僑系）が外部

の民間技術者や、ESCOへ診断に必要なデータを開示しない可能性がある。この場合、社

内のエネルギー管理士によるチェックの方が受け入れられる可能性が大きいため、当面は

エネルギー管理士制度と、エネルギー診断制度を並行して実施し、有資格のエネルギー管

理士を配置する需要家には、エネルギー診断を免除するといった妥協策も考えられる。
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・省エネ政策の立案・運用を担当する一元的な窓口として、省エネセンターを設置すること

ができれば、エネルギー管理士、エネルギー診断士等の国家資格制度の運用、啓発普及活

動の拠点となる。また、人材育成の観点からも、これまで個別に実施していたものを統一し

て実施することにより、トレーニングの効率化、カリキュラムの充実を図ることができる。

・今回の現地調査期間中、DOE、DOSTのカウンターパート、民間企業、団体を含む複数の

関係者から、日本の省エネセンターに類する組織が必要とのコメントがあった。現時点で

は、センターを設立するために省エネ法による裏づけが必要となるのか、明確な回答は得

られていないが、設立にあたっては、必要な予算、施設・機材、及び人材の確保が重要な

課題となる。

・DOE、DOST、ENPAPがそれぞれ省エネセンターの設立構想をもっているが、これら主要

関係機関がすべて参加すること、利害関係が調整され機能上で補完関係が働くことが肝要

となる。

（5）省エネルギーデータベース整備

・DOE-EUMB は現在でもエネルギーデータベースを運用しているが、セクター別・産業別

で省エネの現状分析や目標管理を行うために不可欠なエネルギー効率等のデータとしては

不十分であり、収集データが活用される状況にまで至っていない。

・省エネデータベースを整備する必要性は十分に認識されているが、本格的に整備するため

には多くの課題が残り、特にデータ収集については民間との協力体制構築や義務化（省エ

ネ法）、マンパワーや予算制約の問題を解決せねばならず、短期的には解決しない。

・当面の取り組みとして、これら制約条件を踏まえたうえで、省エネ政策を進めるために整

備すべきデータの内容、活用方法、開示方法等を検討し、データベースを再整備することが

考えられる。その際には実施機関のデータ収集能力に見合った内容とすることに加え、DOE

内部及び DOST や ENPAP、また国家統計局（NSO）との情報共有の可能性も検討する。

（6）啓発普及活動（IEC）

・DOE-EUMB が中心となりテレビ、ラジオ、チラシ等を活用して活動しているものの、認

知度は低い。CFLの普及活動については、今後取り組みを開始しようとしているADBや

USAID等とタイアップし、宣伝効果を大きくできる可能性がある。商業用需要家について

は、商工会議所や業界団体を通じた活動をてこ入れする。家庭用については、人目を引く

デザインの採用、業界団体とのタイアップ等に加え、日本を含む近隣諸国からのベスト・

プラクティス抽出が考えられる。

・照明、冷房需要による電力消費が大きく、省エネ余地が大きいと想定されるショッピン

グ・モールを代表とした商業セクターにおいて、IECのためのパイロットプロジェクトを

実施し、効果的な実施体制、メディア（ツール）の選定等についてノウハウの蓄積を図る。

・エネルギーサミットにおいても、初等教育の段階から省エネのための啓発普及活動を地道

に実施していくことの重要性が認識された。教育省（Department of Education：DepEd）

では既に一部の小学校で省エネ教育を実施しているとの情報もあり、これら活動を強化す

ることも要請されている。

・また、省エネの実例紹介も有効と考えられる。例えば、オフィスビルや商用ビル（モール等）
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（8）財政支援

・かつては DOE が商業銀行を通じて省エネプロジェクトに財政支援（利子補給）を行って

いたが現在はない。

・省エネルギーファンド創設に関して、タイ等では石油税を原資とした省エネファンドが省

エネプロジェクトへの裾野の広がりに貢献しており、フィリピンにおいても、今回のエネ

ルギー・サミットにて、サンチャゴ上院議員より、炭素税導入の可能性も示唆されたこと

から、これらを原資とした同様のスキームの導入も検討の余地がある（DOTCのヒアリン

グでは、自動車登録税を原資として、6億ペソの Special Pollution Control Fund がある）。

・現実的には、フィリピン側に検討材料（タイ等他国の具体的な設立時の背景、現在の内容、

問題点）等を提供できるとよいが、炭素税の導入等新たな財源の確保が見えない限り、実

現性は低いと考えられる。

・その他、日本人商工会議所の意見として、PEZA進出企業における省エネ機器の更新に対

して、税額控除に含めること、これに加速償却を加える等の施策が加われば、日本進出企

業にメリットが大きいとのコメントがあった。

（9）ESCO 支援

・財政支援と同様に省エネファンドの設立が必要であるが、中国で行われているような

ESCO 事業に融資を行う商業銀行への、ローンギャランティーの機構も検討の価値があ

る。フィリピンでは、現実的に担保をもたないESCO事業者が、政府の支援策なしに商業

銀行からローンを引き出すことは非常に難しいと考えられる。

・まずは、包括的なESCO事業についての啓発普及活動が必要である。特にパフォーマンス

コントラクトの考え方についての理解を含む、顧客のESCO事業に対する不信感の払拭が

必要となる。

・ESCO 事業における標準契約書の整備、計測・検証ガイドラインの開発、ESCO 事業ガイ

ドラインの開発、事例集の発行、潜在市場規模の推計、市場規模調査の実施等、ESCO業

界のキャパシティ・ディベロップメントは重要である。

（10）DSM

・電力自由化後、実質的なDSMプログラムとしては、NPCや配電会社によるTOUの導入、

ドナー支援による CFL や直管型蛍光灯の導入を実施している。

・DSMの概念は1990年代後半から導入されたが、政府による積極的な支援が得られなかっ

たことから、これまで目立った活動が進んでいなかった。近年の電気料金高騰を受け、

UNDP-GEFによるPhilippine Efficient Lighting Market Transformation Program（PELMATP）

や、IFC（国際金融公社）-GEF による Efficient Lighting Initiative（ELI）等の、ドナープ

ログラムによる高効率照明機器の導入が徐々に進められている。

・今後は、都市部と地方部の電力需要実態に合わせた、プログラムの策定・運用支援が必要

である。さらには、MERALCOだけではなく民間の配電会社やEC、エンドユーザーに対

する DSM普及活動（啓発普及活動）を、照明機器の代理店、販売店等と協働体制で進め

ていくことが効果的である。
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（11）電力システムロス低減2

・配電会社MERALCOの場合には、配電ロスのうち技術的損失が6.5％、非技術的損失が3.8

％（いずれも 2006 年）となっており、技術的損失の低減活動は、必要な初期投資に見合

うロス低減効果が見込める限界となっている（MERALCO技術者談）。非技術的損失の低

減にも、盗電取り締まりのための監視員（パトロール）増加等の追加費用が必要となる。

・EC（電化組合）では技術水準にバラツキがあると想定されるが、小規模のECや民間配電

会社については、技術的損失の現状分析が十分できていない。技術的損失低減のため、EC

によってはロス評価のためのシミュレーション・プログラム（フィリピン大学と提携して

開発）を利用しているが、信頼性が低く、NEA でも解析結果を信用していない。

・このため、小規模の EC（電化組合）や民間配電会社を対象にした、システムロスの現状

分析と対策立案が必要と考えられる（カウンターパートはDOE若しくはNEA）。ただし、

組織的なシンジケートによる盗電や、電力会社の検針員と需要家の癒着等が原因と考えら

れる非技術的損失については対象とせず、技術的損失低減に注力し、配電系統の潮流解析

並びに財務分析を踏まえた、プライオリティづけに従った計画的なロス低減対策の立案を

支援する。また、ECでは現在13.2kVの配電線が主流であるが、ロス低減のため配電電圧

を 23kVへ昇圧する計画があり、必要な技術基準の見直しについても、支援が可能と考え

られる。また、システムロスの低減と併せて、供給信頼度（停電回数・時間）改善のため

の対策立案について、技術指導を行う。

・送電損失については、2006 年実績では 3.17％（ルソン地域）と、ERC で達成目標として

いる 3％に近づきつつあり、TRANSCOでも自己資金で系統にキャパシタ・バンクを設置

する等、最小の初期投資で可能な対策を講じており、特段の技術支援は必要ない。

（12）技術者トレーニング

・省庁ではDOE、DOSTが省エネトレーニングを提供しており、民間ではENPAP のほか、

MERALCOやCEPALCO等大手配電会社が実施しているが、指導内容・レベルは組織によ

り異なる。既存のトレーニング内容について情報共有し、トレーナーズ・トレーニングに

よる指導内容の充実を図ることが重要である。

・DOE-EUMB では、トレーナーズ・トレーナーとなる人材が限られているため、DOST-

PCIERD、DOST-ITDIとの連携が必要。省エネセンターに類する組織があれば、より効率

的なトレーニング実施体制を構築可能。電力分野では、MERALCOやCEPALCO等、大手

配電会社の研修施設を利用し、中小配電会社やECのキャパシティ・ディベロップメント

の取り組みを支援することが可能。

３－３　地方配電網のロス低減に関する協力

３－３－１　協力要請

　地方配電網のロス低減については、NEAより以下3点を中心とする協力が要請される見通しで

ある。

（1）ロス低減のためのマニュアル整備（更新）

2 当コンポーネントは３－３に後述のとおり、地方配電網のロス低減に関する協力として案件形成がされている。
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　上記損失のうち、アドミニストレイティブ・ロスについては、電力会社所管の設備であるた

め、各所の電力量計の指示値を確認すればロスを算出するのは困難な作業ではない。このため、

テクニカル・ロスの評価ができれば、合計損失から差し引きすることで残りのノンテクニカル・

ロスを計算することができる。しかしながら、テクニカル・ロスを評価するためには、電力潮流

解析のための専用ソフトに、配電線の長さ、変圧器の容量や電線サイズ、実際の負荷容量等をパ

ラメータとして入力し、アウトプットを確認する作業が必要となる。大部分のECでは、この作

業の重要性が経営層に理解されておらず、ソフトそのものが調達されていないか、データ入力の

ために必要なマンパワーや人件費が確保されていない、というのが現状である。

　また、ロス低減の対策を実施する際には、個別対策（ノンテクニカル・ロスを含む）に対して

内部収益率（IRR）、費用便益比（B/C）等を算出し、より費用対効果の高い対策から実施する必

要があるが、NEAで補助金を支給する際の評価も含めて、必ずしも財務評価の手法が確立されて

おらず、場当たり的に実施されているのが実情である。

３－３－３　配電ロスに対する EC の取り組み状況

（1）テクニカル・ロス

1） 電力潮流解析に基づくロスの定量評価

　約 50の ECについては、ERCからの要求に対応するため、2005 年に収集された系統

パラメータを利用し、2006 年に潮流解析を実施しているが、NEAによるとその後定期

的にパラメータを更新し、新規需要家への供給や配電線リハビリのために恒常業務とし

て潮流解析を実施しているECは少ない。ERCの規制では、工事金額が100万ペソを超

える大規模な配電線工事については、ERCで定めたテンプレートに配電線のパラメータ

を記入し、提出することが義務づけられており、潮流解析のためのシミュレーション・

ソフトをもたないECは、エンジニアをNEAに派遣して、NEAがライセンスを保管する

ソフトによりシミュレーションを実施している。

　潮流解析のためのソフトとしては、1992年前後にフィリピンに導入されたSynerGEE

（米国Advantica 社製）が広く使われ、MERALCO等民間の配電会社を含めて2007年時

点で47社が採用している。これに対して、フィリピン企業（PowerSolv Inc.）とフィリ

ピン大学が共同開発したPowerSolv Distribution System Application Software が 2006年

に販売開始され、NEAのほかにECでは1社（PELCO 2）が採用しているが、シミュレー

ションの精度や実行速度の点でSynerGEEに劣っており、今後バージョンアップが必要

と考えられる。ただし、PowerSolvはERCが定める報告フォーマットで解析結果を出力

できるメリットがある。

　調査団が訪問したEC（AKELCO）では両方のソフトを導入しようと計画しており、ま

た別のEC（ILECO 1）ではPowerSolvからSynerGEEへのパラメータ変換に膨大なマン

パワーを要する等、現場レベルでは潮流解析ソフトの導入、運用に関して混乱を生じて

おり、他ECでも同様の状況が想定される。表３－３に、AKELCO技術者からヒアリン

グした、両ソフトの特徴を示す。
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2） 変圧器、配電線の過負荷解消

　配電線に過大な電流が流れると、負荷電流の二乗に比例して線路の抵抗損失が発生す

る。特に地方部における配電設備の場合、低圧配電線の亘長が長くなるので、マニラ等

都市部に比べ低圧配電線の線路損失が大きくなる傾向にある。このため配電設備の計画

においては、低圧配電線の亘長が短縮されるように高圧配電線を延長することで損失を

軽減することができる。その他、力率が低下しているフィーダーについては、フィー

ダーの途中に柱上キャパシタを設置し、力率を改善して電流の増大を抑えている。一般

的には、変電所や配電線の新設・増強といった大規模な対策と比較し、キャパシタによ

る力率改善は初期投資額が小さく損失改善効果も小さいが投資回収期間も短く、費用便

益比で比較すると優位な対策となり得る。

　柱上変圧器に電流を流すと、負荷の大きさにかかわらず発生する鉄損と、負荷電流の

二乗に比例して銅損が発生する。銅損を抑制するためには変圧器の利用率を70～ 80％

程度とするのが望ましく、変圧器に現状どの程度の負荷が接続されているのか把握した

うえで、新規負荷への供給を検討する必要がある。しかしながら、今回訪問したECで

は負荷管理は適切に実施されておらず、負荷を接続したあとに定期的に（これもどの程

度実施されているのか不明であるが）実際の負荷を現場で測定し、変圧器が過負荷と

なっていないか確認しているとのことである。過負荷となった変圧器は更新や増設によ

り負荷を軽減する必要がある。

PowerSolv

1

（PELCO 2）

39万 6,000 ペソ

ERCへの提出情報と同じ（約

50のECでは収集済みと想定

される）

な　し

不　可

地図上での操作ができず、実

行速度も遅い（1フィーダーで

約3時間、EC管内の全システ

ムに対しては約5日間必要）。

低　い

2006年～

4

採用配電会社

（DU含む）

ライセンス価格

入力パラメータ

ロス低減対策に関連し

た機能

地図情報との互換性

利便性

解析精度

導入時期

NEAの保有ライセンス

SynerGEE

47

（ECでは38）

1万 500米ドル

ERCへ提出が要求される情報

に加え、配電機器のメーカー、

電柱位置の地図情報、周囲温

度等追加情報収集が必要

相間不平衡の適正化、柱上

キャパシタの最適位置計算が

可能

可　能

地図上で操作でき、また実行

速度が速い。

高　い

1992年～

4（旧バージョン）

表３－３　潮流解析ソフトの特徴
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3） 相間不平衡の解消

　フィリピンでは、単相負荷への供給に際して単相変圧器を設置し、単相二線式低圧配

電線にて供給しているため、接続相の相管理を徹底しなければ不平衡が生じる。ECでは

定期的に変電所の相電流を測定し、不平衡を解消するため再接続工事を実施している。

この対策は、新規で配電機材を調達・据え付けする必要がなく、既存設備のみで実施で

きる、経済的な対策である。

4） メーター（計量装置）の較正（Calibration）

　日本では、取引や証明に使用する積算電力量計（メーター）は、第三者検査機関であ

る日本電気計器検定所にて定期的に検定を受け、これに合格したものでなければ使用で

きない。フィリピンでは各配電会社、EC社内にて定期的（2年）にメーターの較正を行

い、不良メーターを更新しているが、資金の不足等から、必ずしも十分にメーターが更

新されていない。

5） 接地抵抗値の低減

　フィリピンでは、中圧配電線（12.7kV、13.8kV、23kV等）が三相四線式多重接地方

式のため、変電所から負荷にいたる配電線途中で複数箇所配電線を接地する（日本の

6.6kV高圧配電線は三相三線式非接地方式）。この接地抵抗値が大きくなると、テクニカ

ル・ロスの原因となるので、定期的に抵抗値を測定し、大きい場合には接地棒を追加す

る等の対策を講じている。

（2）ノンテクニカル・ロス

1） 低圧配電線の絶縁電線導入

　低圧配電線が裸電線（ACSR）の場合、柱間にジャンパー線やフックを接続し、容易

に盗電可能であるため、日本のように絶縁電線を導入する対策をフィリピンでも部分的

に実施している。これは、盗電のみならず樹木接触による配電線事故に対しても効果を

発揮する。

2） 検針作業の適正化

　大部分のECでは、検針員が需要家と癒着して盗電を助長している傾向がある。この

ため、ECでは以下の対策を実施しているが、検針員とECのマネージメント間の組織的

な問題も絡み、一朝一夕に解決される問題ではない。

①　検針エリアを定期的に巡回させ、検針員と需要家の接触機会を少なくする。

②　検針員の不正に対する罰則を強化する。

③　検針員が検針したあと、別の作業員にて結果をランダムチェックする。

④　需要家に対する、ラジオ、テレビ等を活用した啓発普及活動を実施。

3） 検針端末の導入

　検針及び請求書発行作業の効率を上げるため、ハンドヘルドタイプの検針端末の導入

を検討している。
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準化、NEAによる格づけ作業の客観性向上、適正技術の普及手法の開発及び実践を行うことが考

えられる。

　EC ではテクニカル・ロスとノンテクニカル・ロスを低減すべく対策を講じているが、中長期

的な損失低減計画に基づきロス低減を実施しているECはないと思われる。まずはテクニカル・

ロスとノンテクニカル・ロスを定量的に評価するための手法を各 ECにて確立し、その結果を踏

まえて中長期的な計画を立案し、費用対効果の高い対策から優先的に実施する必要がある。

　従前よりNEAではECへの技術移管を進めているところであり、例えば変電所の設計等も、以

前は NEA で実施していたが現在はほとんどの EC が独自に実施する体制となっている。このた

め、技術移転には可能な限り EC の技術者を参加させ、その後は EC が自助努力により改善に取

り組み、高度な技術課題については技術支援が受けられるような枠組みの構築が望まれる。この

場合、NEAによる評価が低い EC（D若しくは Eクラス）を優先的に対象とすることが効果の観

点からは望ましい。なお、フィリピン大学ではシステム・ロス低減のためのエンジニアリング・

コースを提供しており、NEAやECのエンジニアを現地研修により訓練することも可能である。

　現在採用されているECの格づけ手法についても、事業継続性や融資適合性の判断基準として

の適性、また運用の厳格性をレビューし、必要に応じて改善を行うことが考えられる。加えて、

EC全体の財務体質改善はNEAの重要なマンデートであるため、協力においては技術面のみなら

ず、財務状況、また組織運営状況の把握に努める必要がある。

　なお、協力上の留意点としては、治安の問題があげられる。地方部での活動が想定されるが、

訪問サイト及び移動経路の治安確認を十分行うとともに、現地では安全確保に万全を期す必要が

ある。

３－３－５　活動案

　以下、地方配電網のシステムロス削減に関し想定される協力内容について記述する。

（1）ロス低減のためのマニュアル整備（更新）

　現状のテクニカル・ロスとノンテクニカル・ロスを定量的に評価し、各 ECにてロス低減

のための中長期計画を策定するためのマニュアルを整備する。NEAでは1990年代に類似の

マニュアルを発行し、現在も一部の ECでは参照されているが、同マニュアルの内容はロス

を現場で測定する技術に偏っており、システム全体での定量評価手法は紹介されていない。

このマニュアルを更新することにより、各ECでは計画的なロス低減対策の実施が可能とな

り、またNEAがロス低減対策に関して、ECへ補助金やソフトローンの貸付を客観的に評価

できるようになる。更には、各ECにて実施されているロス低減対策について情報共有し、

ベスト・プラクティスを水平展開することも可能となる。

　同マニュアルには、少なくとも以下の内容が含まれることが望ましい。

1） システム・ロスの現状評価のための手法

①　テクニカル・ロスとノンテクニカル・ロス（及びアドミニストレーション・ロス）

の数値評価

②　潮流解析ソフトへの入力データの収集・導出方法

③　ERCに提出が要求されているテンプレートとのデータ変換方法（後述）

2） ロス低減のための個別対策の導入手法
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3） 経済・財務分析に基づいた、合理的な優先順位づけ

4） 中長期ロス低減計画の立案手法

　また、ECにて現在調達されている配電用機材は、各ECで個別に調達しているが、受入れ

する際の試験用機器が不足し、機材の品質確保が困難な状況である。粗悪な品質の電線、変

圧器の導入は損失を引き起こす要因となり得るため、必要な試験用機器（耐電圧試験機等）

の調査について、別途検討することが NEA より要請されている。

　整備されたマニュアルは実際の地方配電網に適用し、マニュアルに基づく実用的な業務フ

ローを確立するとともに、実践を通じて技術移転の展開を図ってゆくことになる。

（2）テクニカル・ロス評価の支援

　前述のとおり、テクニカル・ロスを評価するためには潮流解析（Power Flow Simulation）

のためのソフトウェアが必要であるが、テクニカル・ロス評価の重要性が経営層に理解され

ていないECでは、ソフトが導入されておらず、ロスの定量評価ができていない。また、フィ

リピンでは複数の潮流解析ソフトが流通しており、現場のECでは複数のソフトを導入する

等の無駄な投資を行っている所もある。

　NEAやECの複数のエンジニアのコメントを総合的に評価すると、フィリピン大学と共同

開発された PowerSolv よりも、既にフィリピンで 47 の配電会社、EC に導入されている

SynerGEE（米国 Advantica 社製）の方が優れた潮流解析ソフトであるといえる。PowerSolv

の場合、配電線工事を計画する際にERCへ提出を要求されるパラメータを自動的に出力する

メリットがあるが、Advantica 社では ERCテンプレートからSynerGEE への入力データに自

動変換するソフトをオプションで販売しているほか、EC（ISECO）でSynerGEEのアウトプッ

トをERCのテンプレートへ自動変換するソフトを独自に開発していることから、PowerSolv

を採用するメリットはないといえる（むしろ、解析結果の精度等の面で、PowerSolv は問題

がある）。民間企業による新規参入、競争促進は歓迎すべきであるが、少なくともNEAでは

それぞれのソフトの特徴を把握したうえで、EC への客観的な情報提供、導入支援が必要で

ある。

　本技術協力では、以下のステップを踏まえ、ターゲットとするECのエンジニアが潮流解

析ソフトを活用し、定期的にテクニカル・ロスの評価ができるようになることをめざす。

1） 第一段階としてNEA及びEC（少数）のエンジニアを対象に、SynerGEE（若しくは

その他汎用の潮流解析ソフトでもよい）が適切に利用できるよう技術移転する。

2） 潮流解析にあたっては、需要家の負荷条件、配電線のパラメータ等膨大なインプッ

トデータが必要になるため、これらを可能な限り標準化し、データの収集・入力方法

をマニュアル化する（上記のマニュアルに含める）。この際、先行してSynerGEEを活

用している ECの入力データをレファレンスとして活用する。

3） データ入力のためのマニュアルが整備された段階で、NEAからECへの技術移転を

各Region 単位で進めていく。
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（3）中圧配電線の昇圧（23kV 化）に関する検討

　現在、NEAでは中圧配電線の昇圧（23kV化）についてフィージビリティ調査（F/S）を実

施しており、同F/Sの内容についても日本の専門家による助言が求められている。日本では、

電力需要の増加に対応するため、高圧配電線の電圧を 3.3kVから 6.6kVに昇圧し、また一部

地域では更に 22（33）kVに昇圧していることから、これらノウハウを活用することが可能

である。新規の電圧階級を導入することによる中長期な経済的メリットを検討し、導入が可

能となる地域の負荷密度、配電線亘長、地理的条件等を整理し、EC のエンジニアが活用で

きるよう上記（1）のマニュアルに含めるか、別途ガイドライン化する必要がある。更には、

23kV 配電用機材の規格整備についても支援が必要と考えられる。

（4）その他（格づけ手法及び審査能力に係る改善）

　（以下は、現地では協議されなかったものの、帰国後の団内検討において重要性が指摘され

たものである。したがい、当該支援コンポーネントについて、採択後の事前評価調査の際に

先方と協議し、先方ニーズ及び妥当性を検討することが望ましい）

　NEAが現在行っている格づけ（A+～ E）について、格づけ済みの EC（110）のうち 60％

に相当する組織（67）が A+（格段に優れている）及び A（非常に優れている）に分類され

ている。これは、①ECの事業区域は元来採算性が厳しい、②すべてのECは EPIRAによっ

て過去に債務免除を受けている、③ほとんどのECは民間金融機関からの融資を受けるのが

困難である（NEAによる聞き取りに基づく）、などの周囲情報からみれば、格づけが融資適

格性の評価基準として適正化されていない可能性が指摘される。

　NEA の融資条件として、現在一律の利子率が採用されているが、EPIRA によると、NEA

は①EPIRA施行5年以内にECが電力市場に参加し競争可能となるために必要な準備を行う

こと、②ECの技術力及び財務体質改善に必要な支援を行う、  ③ ECの財務強化に向けた政

策の見直しを行う、と規定されている。すなわち、EC の競争力を高め、採算性が確保可能

となったECより随時卒業させる役割を担っている。融資条件の設定次第ではEPIRAの趣旨

に反し、ECの市場競争への参入や民間融資へアクセスする意欲を減退させる可能性もある。

　上記に関して、NEAの融資審査能力及び EPIRAの履行能力を向上させるために、次の支

援を行う。

・電化推進及びシステムロス改善に関するNEAの基本方針、中長期的な資金ニーズ、融

資及び助成金事業に関する基本方針、資金GAP分析等を行う。

・現在用いられている格づけの基準、評価手法をレビューし、課題の抽出、改善提案を

行う。

・マニュアルなどの整備により、格づけ作業の標準化を行う。

・EPIRA推進のため、融資配分に係る優先順位づけ方法、融資条件の検討などを行う。

・財務計画担当者、融資審査担当者の能力強化を行う。
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